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１．震災時の指定団体機能を高く評価
茂木守本会議会長は、「ＴＰＰへの参加検討は、東

日本大震災の発生により事実上先送りされたが、生乳
生産量の減少に歯止めがかからないなど、酪農をめぐ
る状況は引き続き厳しい。このような状況に対して、
昨年度プロジェクトチームで検討した『中長期的課題
への取組』を実行に移すとともに、MILK JAPAN 運
動では若年齢層の子どもを持つ若い母親に『牛乳の良
さ』を伝え、牛乳消費を喚起したい」と、主催者あい
さつを述べた。

総会には来賓として、佐藤一雄農水省畜産部長、木
下寛之農畜産業振興機構理事長が出席した。佐藤部長
は、「東日本大震災は生乳と牛乳の流通に大きな影響
を及ぼしたが、指定団体の需給調整機能が大いに発揮
され、問題を早期に解決することができた」と、指定
団体が果たした役割を高く評価するとともに、「この
ことを行政刷新会議にしっかり説明し、指定団体制度
の見直し議論が生乳需給の安定に支障が出ないように
していきたい」と述べた。また、福島原発事故の計画
的避難区域内に残っていた乳牛 850 頭全頭が、28 日
までに区域外への移動が完了する見通しであること、
放射性物質の検出で東北地方を中心に牧草が不足する
ことについて、全国の関係者からの供給を協力要請し、

国内での供給で不足が生じる場合は輸入によって需給
の安定に万全を期すことを明らかにした。続いて、木
下理事長は、加工原料乳の供給が前年比 15％減の状
況について言及し、乳製品の需要期に向けて需給の見
通しが楽観できないと述べた。

さらに、議事に入る前には、東日本大震災で甚大な
被害を受けた東北生乳販連と関東生乳販連を代表して
三浦鉄夫東北生乳販連会長が、全国の酪農家、関係団
体などから寄せられた震災見舞いに対する御礼を述べ
るとともに、復旧・復興のための継続的な支援を要請
した。

２．７つの重点事業を実施
本会議は、わが国酪農の安定的・持続的な発展のた

め、会員団体の協力の下、指定団体及び全国連等の会
員組織と密接に連携して、以下の７つの重点事業を実
施した。

１）酪農生産基盤安定強化対策
昨年度取りまとめた報告書「わが国酪農の中長期的

課題と生産者組織の役割」を受け、「価格形成・需給
調整」と「経営支援」の課題別プロジェクトチームを
発足させ、行動計画の策定検討を行い、中間取りまと
めで緊急性に応じた取組を実行に移すこととした。

乳製品の貿易問題については、これまでの国際交渉
の経過を無視し、平成 22 年 10 月に例外なき関税撤廃
を基本とするＴＰＰへの参加検討が表明されたことか
ら、ＪＡグループと連携して集会・デモへの参加と反
対署名運動に取り組むとともに、生産者の反対の立場
を明確に示すため全国紙に意見広告を掲載した。

また、東日本大震災の発生に伴い、国に対する支援
要請を行うとともに、生産者組織役職員及び一般消費
者による募金を呼びかけた。さらに被害状況やその後
の原発事故への対応に係る情報を集約し、指定団体に
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本会議は６月 28 日、東京で理事会・臨時総会を開き、平成 22 年度の事業報告、決算書を原案通り承
認した。また、任期満了に伴い、役員並びに評議員の改選を行い、茂木守会長、砂金甚太郎、尾形文清
両副会長、門谷廣茂専務を再任、理事に瀧澤義一ホクレン副会長を補選した。
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提供した。

２）生乳計画生産・需給調整対策
22 年度の計画生産は、社団法人日本酪農乳業協会

（以下、Ｊミルク）の需給見通しを基本に設定する販
売基準数量、需給緩和時には過剰回避対策を優先的に
実施する前提で、中期的に想定される需給動向から販
売基準数量を差し引いて設定する特別調整乳数量、通
常の国内生乳市場と区分して新たに需要を計画的に創
出する選択的拡大生産数量の各生産枠の合計として、
北海道への配分を 21 年度の総受託乳量対比 100.1％、
都府県は同 97.5％として配分した。

しかし、生乳生産が口蹄疫の発生や夏季の記録的猛
暑の影響が長引くなか、東日本大震災の発生により全
国的に減退した結果、21 年度後半から緩和傾向にあっ
た生乳需給はひっ迫傾向で推移した。このため、特別
調整乳数量に係る過剰対策の実施はなかった。22 年
度の生乳生産は、全国で前年度実績比 96.7％、地域別
には北海道で同 99.0％、都府県では同 94.3％となった。

また、23 年度の計画生産は、酪農経営の多様化や
生産基盤の弱体化に配慮し、Ｊミルクの需要予測に基
づく数量設定のほか、中期的な需給の安定及び想定し
難い需給変動への対応を目的とした数量設定を行うこ
とにより、地域の実情に応じた対応が可能となるよう
弾力的な対策とした。

３）生乳取引・価格安定対策
22 年度の生乳取引は、交渉環境が厳しいなかで、

各地域の生乳需給や酪農経営環境の情報収集・分析を
行い、生産者団体間で情勢の共有化を図り、円滑な交
渉を支援した。その結果、北海道で生クリーム等の販
売数量拡大のため取引価格の引き下げがなされたが、
都府県では据え置きで決着した。

また、23 年度の加工原料乳補給金単価・限度数量
については、限度数量が 185 万トンで 22 年度と同量
での決着となったが、補給金単価は経営費の上昇を考
慮し、10 銭引き上げられた。

４）生乳生産者団体の機能強化対策
酪農経営の安定を図る観点から、指定団体の機能強

化を支援するため、「需給調整機能強化支援事業」を
活用し、指定団体等の職員を対象とした専門研修を実
施したほか、今後の集送乳等合理化計画の策定に資す
るため、指定団体の推進計画の進捗状況を取りまとめ
た。

また、生乳供給情報集約システムや乳代精算システ
ムを運用管理したほか、乳代請求システムの完全ＷＥ
Ｂ化を行い、指定団体における実務の円滑な実行を支
援した。

５）国産生乳需要定着化対策
牛乳消費喚起対策は、「牛乳に相談だ。」キャンペー

ンの評価を踏まえ、牛乳消費の急激な減少トレンドに
歯止めをかけるため、「伝える」活動から「動かす」
ための新たな運動として、育ち盛りの子どもをもつ若
い母親を対象として、直接飲用以外の利用機会の拡大
や、体験共有による信頼性の醸成を図り、消費の底上
げに取り組むこととなった。

具体的には、10 月よりキックオフイベントを全国
９カ所で開催し、キャンペーンツール等として、絵本

「みんなのミルクジャパン」の作成、ＴＶ子ども番組「ミ
ルクチャポン」放映のほか、体験型ツールとして携帯
サイトの展開や小売店頭での露出及び企業コラボによ
る認知度向上を図った。

また、酪農教育ファーム活動は、口蹄疫発生により、
実践面では十分ではなかったが、教育サイドと引き続
き連携した取り組みを行った。さらに、酪農教育ファー
ムの経営的自立のための条件の試算や酪農家及び教師
が子どもの学びに与える影響の測定を行うなど、今後
の普及の足がかりとなる検証結果を得ることができ
た。なお、22 年度末時点の認証牧場数は 309 牧場（18
牧場増）、ファシリテーターは 583 名（76 名増）となっ
た。

このほか、わが国酪農と国産牛乳乳製品への幅広い
支持を得る目的から、酪農生産現場と消費者会員を結
ぶミルククラブ活動を推進したほか、「地域交流牧場
全国連絡会」活動を支援するとともに、指定団体や農
協等が実施する消費者交流活動事業に対し補助を行っ
た。

６）生乳生産基盤強化対策
本会議を通じて指定団体へ補助される国等の事業は

全て廃止されたが、資源循環型酪農推進事業の事務支
援や指定団体とその県会員への指導を行い、飼料基盤
に立脚した循環調和型酪農の確立を推進した。

また、国産ナチュラルチーズの振興を図るため、
財団法人蔵王酪農センター、ＮＰＯ法人チーズプロ
フェッショナル協会とともに「国産ナチュラルチーズ
振興全国協議会」を設立し、国の公募事業「国産ナチュ
ラルチーズ高付加価値化対策事業」を活用した研修会
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の開催や消費者等への知識普及事業を行った。
ＢＳＥ対策酪農互助システムによりＢＳＥの発生

等に備えたが、22 年度にはＢＳＥ発生等はなく、Ｊ
ミルクの 21 年度の定期的検査に伴う補てん等の支出
に止まった。

７）生乳の安全・安心品質管理対策
「食」に対する社会的な関心の高さを背景に、引き

続き生乳の安全・安心品質管理対策を実施した。22
年度は全国及び地域段階でのサポート体制の強化を
行い、特に殺菌・消毒剤の適正使用に重点を置き、
生産現場での使用実態の把握、啓発パンフレットの
作成配布により、生乳への残留が発生しないよう指
導を強化した。

宮崎県での口蹄疫発生に対しては、指定団体へ関
連情報の提供を行うとともに、本会議からも職員を
現地へ派遣した。また、本会議会員を中心に口蹄疫
支援互助金を募った結果、全国で総額 58 百万円を九
州生乳販連を通じて宮崎県経済連に贈呈した。

また、乳牛の個体改良が進んだ結果、近年の生乳
の比重が「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令」
の基準を超える可能性が強くなったことから、省令
の一部改正を働きかけるための調査を行った。

３．�円滑な事業推進のための組織運営の改善強
化と本会議の事業・組織の在り方の検討

１）本会議事業の円滑化・効率化の取組に関しては、

理事会等の附議事項の事前協議を実務責任者会議で行
い、会員の意向の反映に努めたほか、会議の効率的な
開催により経費の軽減を図った。

また、酪農の中央組織としての機能や、会員に貢献
できる役割を果たすための取組のもと、効率的な事務
局運営を実現するため、本会議の機構を見直し、23
年度より２課１室体制とすることとした。

なお、公益法人制度改革への対応については、本会
議における円滑な事業運営、収益構造の改革を図る上
での自由裁量の拡大等を念頭に、他の団体の動向を注
視しつつ、一般社団への移行を視野に入れて検討を進
めることとした。

２）本会議は、補助事業の大幅縮減により、酪農経
営安定化等資金の取り崩し等によって、財源確保を図
ることを余儀なくされた。一方、酪農ヘルパー制度は
政策環境が変化し、補助事業による運営に支障をきた
すことが危惧されたため、本会議に業務の継承を含め
た支援の要請があり、検討を急ぐこととした。

主要な関係者で構成する「酪農ヘルパー事業継承検
討委員会」で検討を進めた結果、当面の間は、事業の
重点化・効率化、執行体制の見直し等による組織のス
リム化を図った上で、酪農ヘルパー全国協会は業務を
継続するものとし、将来における酪農支援組織の再編
整備等の大局的な観点から、酪農に係る全国的な役割
を担う本会議と連携し、一定期間をかけて今後の在り
方を引き続き議論していくこととなった。
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